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(単位：千円）

Ａ B A－B
管理課 1,910,578 1,910,578 1,925,743 1,925,743 ▲ 15,165
用地対策課 321,904 321,904 683,265 683,265 ▲ 361,361
技術企画課 847,219 847,219 483,127 483,127 364,092
道路建設課 21,193,215 21,193,215 21,509,108 21,509,108 ▲ 315,893
道路保全課 17,654,213 29,700 17,683,913 16,693,192 17,083,117 600,796
河川課 22,331,847 22,331,847 21,275,179 21,353,857 977,990
砂防課 6,097,355 6,097,355 5,838,528 5,838,528 258,827
港湾課 6,446,676 90,000 6,536,676 6,431,295 6,693,795 ▲ 157,119
都市計画課 6,106,233 6,106,233 5,430,567 5,788,667 317,566
建築住宅課 3,421,690 3,421,690 2,802,948 2,802,948 618,742
高速道対策局 3,628,249 3,628,249 3,252,968 3,252,968 375,281

計 89,959,179 90,000 29,700 90,078,879 86,325,920 87,415,123 2,663,756
用地対策課 660,990 660,990 1,004,718 1,004,718 ▲ 343,728
港湾課 951,315 951,315 1,165,177 1,165,177 ▲ 213,862

計 1,612,305 0 0 1,612,305 2,169,895 2,169,895 ▲ 557,590
91,571,484 90,000 29,700 91,691,184 88,495,815 89,585,018 2,106,166

対前年９月
現計予算額
の増減額

一
般
会
計

９月現計
予 算 額

議案第13号議案第1号

合  計

特別
会計

区 分 
当   初
予 算 額

補正前の
予 算 額

令和７年度

補正後の
予 算 額

令和８年度

 課(局)別

９月補正予算額

Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）
【議案第13号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第４号）

令和８年度 ９月補正予算一覧（県土整備部）
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Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）
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Ⅰ 予算議案 【議案第13号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第４号）
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Ⅰ 予算議案 【議案第13号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第４号）
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Ⅰ 予算議案 【議案第13号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第４号）
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Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）
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Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）
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（繰越明許費補正）

一般会計 追加 （単位：千円）

課 款 項 事業名 翌年度繰越額

技術企画課 土木費 土木管理費 盛土防災総合推進事業 265,000

道路建設課 土木費 道路橋梁費 道路橋梁調査事業 20,000

道路保全課 土木費 道路橋梁費 県単道路維持調査事業 4,000

道路保全課 土木費 道路橋梁費 県単舗装補修事業 348,000

道路保全課 土木費 道路橋梁費 沿道修景美化推進対策事業 15,680

道路保全課 土木費 道路橋梁費 道路災害関連事業 55,280

港湾課 土木費 港湾費 公共港湾建設事業 248,400

7事業 956,360計

Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）

一般会計 (単位：千円)

事業数 翌年度繰越額

25 事業 16,502,002 

追加 7 事業 956,360 

変更（増額） ( 8 事業) 1,334,937 

32 事業 18,793,299 合計（補正後）

※「変更（増額）の事業数」は､補正前事業数の内数である。

区  分

 補正前

 ９月補正
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（繰越明許費補正）

Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）

一般会計 変更

課 款 項 事業名 補正前 補正後

道路建設課 土木費 道路橋梁費 公共道路新設改良事業 6,149,840 6,195,200

道路建設課 土木費 道路橋梁費 県単特殊改良事業 438,400 547,000

道路保全課 土木費 道路橋梁費 人にやさしい沿道環境整備事業 41,200 50,000

道路保全課 土木費 道路橋梁費 公共道路維持事業 2,548,481 2,952,823

道路保全課 土木費 道路橋梁費 県単道路維持事業 82,400 294,200

道路保全課 土木費 道路橋梁費 県単橋梁維持事業 64,000 70,000

都市計画課 土木費 都市計画費 公共街路事業 648,400 892,400

河川課 災害復旧費 土木施設災害復旧費 公共土木災害復旧事業 406,927 712,962

8事業 10,379,648 11,714,585

増額 1,334,937

計

（単位：千円）



（債務負担行為補正）
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追加

事        項 期    間 限 度 額

 （建築住宅課） 千円

公共県営住宅建設事業
ＰＦＩ県営一ケ岡団地再整備事業 令和８年度から令和１７年度まで 10,404,854

計 １件 10,404,854

Ⅰ 予算議案 【議案第１号】令和８年度宮崎県一般会計補正予算（第３号）



Ⅰ 予算議案 【議案第３号】令和８年度宮崎県港湾整備事業特別会計補正予算（第１号）
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（繰越明許費補正）
追加

（単位：千円）

課 款 項 事業名 翌年度繰越額

港湾課 土木費 港湾費 細島港整備事業 190,000

1事業 190,000計



【議案第11号】
県道の路線認定について

Ⅱ 特別議案 【議案第10号】県道の路線廃止について
【議案第11号】県道の路線認定について

【議案第10号】
県道の路線廃止について

道路保全課

14

１ 議案提出の理由
道路事業の実施により県道の起点が変更となることから、現在の県道を廃止し、新たに路線認定を

行うもの。

２ 路線の概要
⑴ 廃止路線

備考延長（ｍ）起終点路線名

路線廃止、一部区間を県道国富高岡線として路
線認定及び国富町に移管8,600.0起点：東諸県郡国富町大字木脇

終点：宮崎市高岡町木脇高岡線

３ 今後のスケジュール
県議会の議決後、路線廃止及び路線認定の公示を行う。

備考延長（ｍ）起終点路線名

道路法第７条第１項第１号に該当7,162.6起点：東諸県郡国富町
終点：宮崎市高岡町国富高岡線

⑵ 認定路線



認定路線の起点：東諸県郡国富町

終点：宮崎市高岡町

廃止路線の起点：東諸県郡国富町大字木脇

総延長：7,162.6m

国富町へ移管

総延長：8,600.0m

終点（変更なし）

認定路線の起点

15

【参考図】
廃止路線の起点

Ⅱ 特別議案 【議案第10号】県道の路線廃止について
【議案第11号】県道の路線認定について

至 宮崎市高岡町

至 宮崎市高岡町

至 国富町

未整備区間

（仮称）宮王丸橋

本庄川

至 宮崎市 至 綾町

至 宮崎市 至 綾町

至 小林市 至 宮崎市

県道南俣宮崎線
との重用区間

(凡例)

認定する路線

廃止する路線

町に移管する区間

東九州自動車道

本庄橋

柳瀬橋



損害賠償額を定めたことについて
道路保全課

専決年月日損害賠償額相 手 方事 案 内 容事案発生日及び事案発生場所No.

令和８年

７月14日

円
151,620

延岡市

個 人
倒 木 事 故

令和７年３月26日
児湯郡都農町大字川北
県道高鍋美々津線上

1

令和８年

７月14日

円
48,300

熊本県

個 人
段 差 事 故

令和８年２月１日
えびの市大字向江
国道 268号上

2

令和８年

７月24日

円
582,555

熊本県球磨郡多良木町大字多良木2806番地１
いいだ葬祭株式会社
代表取締役 飯 田 竜 一

落 石 事 故
令和８年３月22日
児湯郡西米良村大字村所
国道 219号上

3

Ⅲ 報告事項 損害賠償額を定めたことについて

16



※道路啓開：緊急通行車両の通行を確保するため、発災直後から道路上に堆積した土砂やガレキ等の障害物を除去し、
段差を解消するなどして、被災地への救援ルートを切り開く作業

Ⅳ その他報告事項 宮崎道路啓開計画の策定について

宮崎道路啓開計画の策定について
道路保全課

17

２．現状と課題

３．道路啓開計画の骨子（案）

１．策定の趣旨

（１）道路啓開の目標
（２）優先的に啓開する路線、区間の選定
（３）道路啓開の方法（拡充）
→ 現在の道路管理者による道路啓開のタイムラインに、警察や消防・自衛隊やライフライン事業者等を加え、それぞれの役割分担を

明確にする。啓開路線・区間毎又はエリア毎にバックアップ体制を含めた建設業者等の啓開作業の実施範囲を定める。
（４）資機材の備蓄・調達（追加）
→ 啓開区間における被災想定を基に資機材の必要量を算出し、定期的に資機材の備蓄状況を確認する。

（５）実践的な訓練（追加）
→ 道路啓開の円滑な実施のため、啓開計画に盛り込まれた内容を踏まえ計画的に訓練を実施し、課題や留意点を抽出し改善を図る。

（６）情報の収集・伝達方法

令和６年１月に発生した能登半島地震での課題を受け、道路啓開（※）の円滑かつ迅速な実施を制度面から支えるため、令和７年に道
路法が改正され、道路管理者は、同法に規定する協議会において道路啓開計画を策定することが義務付けられた。

本県においては、南海トラフ地震や火山噴火等による大規模災害発生時において、関係機関との連携・協力により道路啓開の更なる
実効性の向上を図ることを目的とした道路啓開計画を策定する。

（現 状）
・平成２８年３月 「九州道路啓開計画」を策定
・平成３０年７月 「宮崎道路啓開計画」を策定

これまでの道路啓開計画は、過去の震災（東日本大震災等）
において、電話等の通信手段が絶たれる中で啓開作業が混乱し
た経験から、事前の啓開ルート等を定めた計画となっている。

（課 題）
令和６年１月に能登半島地震が発生し、次のような課題が再

認識された。
・事前に定めた啓開ルートを含む道路ネットワークの寸断に

よって復旧活動等が困難化した。
・過酷な災害状況を想定した道路啓開計画を事前に定めて、

災害時対応の実効性をより向上させる必要がある。



Ⅳ その他報告事項 宮崎道路啓開計画の策定について

九州道路啓開計画（広域ブロック単位）

18

４．道路啓開計画策定の流れ

宮崎道路啓開計画（都道府県ブロック単位）

５．今後のスケジュール
①【地震・津波編】

・令和８年９月定例会 商工建設常任委員会報告（今回）
・令和８年１１月下旬 宮崎県道路啓開協議会（計画素案）
・令和９年１月下旬 〃 （計画案）
・令和９年２月定例会 商工建設常任委員会報告
・令和９年３月中旬 策定・公表

②【火山災害編】 ③【風水害編】【雪害編】
※国による計画策定後に策定予定

令和８年度中 策定・公表予定【 火 山 災 害 編 】

令和８年３月 策定・公表【地震・津波編】

令和９年度 策定・公表予定②【火山災害編】

令和９年３月 策定・公表予定①【地震・津波編】

令和９年度以降【風水害編】【雪害編】 令和１０年度以降③【風水害編】【雪害編】



九州道路啓開計画【地震・津波編】の概要

Ⅳ その他報告事項 宮崎道路啓開計画の策定について

○ 対象とする災害は「南海トラフ巨大地震」
○ 本計画では、甚大な被害が想定される九州東側沿岸に向けて、九州西側などから道路啓開作業を行う作戦【九州東進作戦】を

実施して、救命・救急活動や緊急物資の輸送等を支える被災地へのアクセスルートの道路啓開を概ね７２時間以内に行うことを
目標としている。

19

（参 考）

南海トラフ地震防災対策推進地域
南海トラフ地震津波避難対策特別強化地域

九州東進作戦のイメージ
（九州道路啓開計画より抜粋）

道路啓開ルートのイメージ
（九州道路啓開計画より抜粋）

（

時
間
以
内
）

（48時間以内）
（

時
間
以
内
）

24
72



Ⅳ その他報告事項 宮崎県県営一ケ岡団地再整備事業のＰＦＩ法に基づく特定事業の選定等について

宮崎県県営一ケ岡団地再整備事業のＰＦＩ法に基づく特定事業の選定等について

建築住宅課

20

宮崎県県営一ケ岡団地再整備事業について、ＰＦＩ法第１１条の規定に基づき、ＰＦＩ事業として実施する妥当性
を評価した結果、財政負担の縮減等が確認され、事業の実施が適切であることから、同法第７条の規定に基づき、特
定事業として選定*し、公表するもの。

＊実施方針等に関する質問の受付・回答、民間事業者との対話結果等を踏まえ、ＰＦＩ事業として実施する妥当性を評価し、ＰＦＩ
事業での実施を決定すること。

概要

再
整
備
基
本
構
想
策
定

Ｐ
Ｆ
Ｉ
検
討
会
議
（
庁
内
）

実
施
方
針
・
要
求
水
準
書
（
案
）

の
策
定
・
公
表
（
議
会
へ
報
告
）

特
定
事
業
の
選
定
・
公
表

債
務
負
担
行
為
の
設
定
（
議
会
の

議
決
）

入
札
公
告

落
札
者
の
決
定
・
公
表

本
契
約
の
締
結
（
議
会
の
議
決
）

実
施
方
針
等
の
検
討

民
間
事
業
者
と
の
対
話

審
査
委
員
会
の
開
催

入
札
説
明
書
等
の
作
成

質
疑
へ
の
回
答

説
明
会
の
開
催

R5.3 R6.8 R8.9R8.3 R8.10 R9.5 R9.9

現時点

仮
契
約
の
締
結

基
本
協
定
の
締
結

事
業
開
始

Ｒ７ Ｒ８ Ｒ９～
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北ブロック：２０１戸（建替済）

南ブロック：３５４戸
（対象地） ⇒２７０戸に再整備

活用地

内 容項 目
延岡市北一ケ岡所 在 地
建替住宅：２２３戸（１ＤＫ、２ＬＤＫ、３ＬＤＫ）
付帯施設：集会所、駐車場、駐輪場、広場及び緑地等整備施設

ＰＦＩ手法（ＢＴ方式）事業方式
設計業務、建設業務、工事監理業務、入居者移転支援業務、用地活用業務等業務範囲
令和９年９月から令和１７年９月まで（８年間）※用地活用業務は附帯事業として別契約事業期間

活用地を含め、
実際の配置計画は
事業者の提案による

団地配置図
従来方式

（４７戸）
ＰＦＩ手法

（２２３戸）

１．事業の概要

２．特定事業の選定までの手続き
・令和８年３月 実施方針及び要求水準書（案）の公表
・令和８年４月 個別対話の実施及び質問・意見の募集
・令和８年５月 質問・意見への回答公表
・令和８年７月 本事業審査委員会

Ⅳ その他報告事項 宮崎県県営一ケ岡団地再整備事業のＰＦＩ法に基づく特定事業の選定等について



22

３．特定事業の評価内容

（１）定量的評価（財政負担の縮減）
県が自ら事業を実施する場合とＰＦＩ事業として実施する場合の県の財政負担額を算出した結果、ＰＦＩ事業

として実施することにより３．４％（２２２，４７０千円）の財政負担の縮減が見込まれる。

値項 目
６，４６５，７１８千円①県が自ら実施する場合の財政支出
６，２４３，２４８千円②ＰＦＩ方式により実施する場合の財政支出

２２２，４７０千円③ＶＦＭ（金額）
３．４％④ＶＦＭ（割合）

※ＶＦＭ：Value For Moneyの略。
従来方式と比べてＰＦＩ手法が財政負担をどれだけ縮減できるかを示す指標。

（２）定性的評価（公共サービスの水準の向上）
民間事業者の専門的知識やノウハウを活用し、設計から建設、入居者移転支援を一括して実施することにより、

良質な住宅整備及び事業期間短縮による住宅の早期提供といった公共サービスの水準の向上が期待できる。

（３）総合評価
本事業をＰＦＩ事業として実施する場合、財政負担の縮減及び公共サービスの水準の向上が期待できることか

ら、本事業をＰＦＩ法に基づき特定事業として選定する。

Ⅳ その他報告事項 宮崎県県営一ケ岡団地再整備事業のＰＦＩ法に基づく特定事業の選定等について


